
   本庄市介護保険福祉用具購入費及び住宅改修費受領委任払実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、福祉用具購入費等の支給に係る特例措置として受領委任払

を実施することにより、被保険者の一時的な経済的負担を軽減し、もって居宅

における継続的な介護を支援するため、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

（１） 受領委任払 被保険者が特定福祉用具の購入又は住宅改修を行った場

合において、事業者に福祉用具購入費等の受領の権限を委任し、当該事業者

がこれを受任したときに福祉用具購入費等を当該事業者に支給することをい

う。 

（２） 被保険者 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者又は法第５３条第１項に規定

する居宅要支援被保険者をいう。 

（３） 特定福祉用具 法第４４条第１項に規定する事業所又は法第５６条第

１項に規定する事業所において、法第４１条第１項に規定する指定居宅サー

ビス事業者又は法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者が

販売する特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具をいう。 

（４） 住宅改修 法第４５条又は法第５７条に規定する住宅改修をいう。 

（５） 福祉用具購入費 法第４４条に規定する居宅介護福祉用具購入費又は

法第５６条に規定する介護予防福祉用具購入費をいう。 

（６） 住宅改修費 法第４５条に規定する居宅介護住宅改修費又は法第５７

条に規定する介護予防住宅改修費をいう。 

（７） 福祉用具購入費等 福祉用具購入費及び住宅改修費をいう。 

（８） 事業者 特定福祉用具の販売者又は住宅改修の施工者をいう。 

（９） 申請者 受領委任払の適用を受けようとする被保険者をいう。 

 （対象者） 

第３条 受領委任払の対象となる者は、本庄市が行う介護保険の被保険者であっ

て、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 介護保険料の滞納がないこと。 

（２） 法第６６条に規定する保険料滞納者に係る支払方法の変更を受けてい

ないこと。 

（３） 法第６７条に規定する保険給付の支払の一時差止を受けていないこと 。 

（４） 法第６８条に規定する医療保険各法の規定による保険料等に未納があ



る者に対する保険給付の一時差止を受けていないこと。 

（５） 法第６９条に規定する保険料を徴収する権利が消滅した場合の保険給

付の特例を受けていないこと。 

（６） 福祉用具購入費等の受領の権限を委任することについて事業者に同意

を得ていること。 

 （福祉用具購入費の支給申請時における提出書類） 

第４条 申請者は、本庄市介護保険条例施行規則（平成１８年本庄市規則第１０

５号。以下「規則」という。）第３７条に規定する福祉用具購入費の支給申請

に当たっては、介護保険福祉用具購入費等の受領委任払に関する委任状兼同意

書（様式第１号。第７条において「委任状兼同意書」という。）及び受領委任

払の利用に係る費用額明細書兼確認書（様式第２号。第９条において「明細書

兼確認書」という。）を市長に提出しなければならない。 

 （福祉用具購入費受領委任払の確認及び通知） 

第５条 市長は、受領委任払の適用の可否を決定し、その旨を、当該申請者に対

しては介護保険給付費受領委任払承認・不承認確認書（被保険者用）（様式第

３号）により、当該事業者に対しては介護保険給付費受領委任払承認・不承認

確認書（事業者用）（様式第４号）により、それぞれ通知するものとする。 

 （福祉用具購入費の支給） 

第６条 市長は、福祉用具購入費の支給額を決定し、又は支給しないことを決定

したときは、その旨を当該事業者に通知するものとする。 

２ 福祉用具購入費の支給があったときは、当該申請者に支給したものとみなす。 

 （住宅改修の事前承認申請時における提出書類） 

第７条 申請者は、規則第３８条に規定する住宅改修費の支給申請に当たっては、

住宅改修の着工前に、委任状兼同意書を市長に提出しなければならない。 

 （住宅改修費受領委任払の確認及び通知） 

第８条 住宅改修費の受領委任払の確認及び通知については、第５条の規定を準

用する。 

 （住宅改修費の支給申請時における提出書類） 

第９条 申請者は、前条において確認を受けた住宅改修の完了後に、明細書兼確

認書を市長に提出しなければならない。 

 （住宅改修費の支給） 

第１０条 住宅改修費の支給については、第６条の規定を準用する。 

 （受領委任払の同意の解除） 

第１１条 申請者及び事業者は、福祉用具購入費等の受領委任払の同意を解除す

るときは、介護保険（福祉用具購入費・住宅改修費）の受領委任払に関する同

意解除届出書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 



 （取消し） 

第１２条 市長は、前条の規定による届出を受けたとき、又は申請者が次の各号

のいずれかに該当したときは、受領委任払の適用の承認を取り消し、介護保険

受領委任払承認取消通知書（様式第６号）によって当該申請者及び当該事業者

にそれぞれ通知するものとする。 

（１） 第３条に規定する対象者に該当しなくなったとき。 

（２） 申請した内容と異なる特定福祉用具の購入又は住宅改修を行ったとき 。 

（３） 偽りその他不正の手段により受領委任払の適用の承認を受けたとき。 

（４） その他市長が取り消すことが必要であると認めたとき。 

 （その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、受領委任払の実施に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 


